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3．今後の対策の方向性

2．現状の評価

⚫ ALPS処理水の海洋放出は、IAEAからの評価も含め、引き続き、安全に実施されている。
⚫一部の国・地域による輸入規制措置による影響を除き、魚価の大幅な低下などの風評影響が生じているという声
は聞かれていない。

⚫一方で、一部の国・地域による科学的根拠に基づかない輸入規制措置が継続しており、引き続き、即時撤廃に向
けた働きかけを行う必要がある。

⚫中国による輸入規制措置の影響が大きかったホタテについては、「水産業を守る」政策パッケージ等により、家計の
国内消費額が平均で1.5倍程度へ増加し、また、従来の対中国輸出量の約半分の代替販路を開拓した。一方で、
従来の対中国輸出量を置きかえるには至っておらず、引き続き、国内消費拡大・海外販路開拓等の対策を実施
する必要がある。

⚫ また、長期にわたるALPS処理水の放出による漁業の将来への不安・懸念を払拭するため、引き続き、対策を実施
する必要がある。

⚫ 昨年の本関係閣僚等会議において確認した「政府としてALPS処理水の処分が完了するまで全責任を持って取り
組む」という方針に変わりはない。①安全確保、説明・情報発信、②風評影響対応、なりわい継続支援、③将来
技術の検討等を引き続き実施する。

⚫ 引き続き、安全確保に万全を期し、IAEAによる評価も含め、国内外に向けて科学的根拠に基づき、透明性高く
わかりやすい情報発信に努めていく。

⚫ 一部の国・地域による科学的根拠に基づかない輸入規制措置について、引き続き、あらゆる機会をとらえて即時撤
廃を強く求めるとともに、科学に基づく専門家同士の対話を通じ正しい理解を得る努力を行い、また、輸入規制措
置の影響を受けた日本産の水産物について、引き続き、三陸常磐ものの魅力発信を含む国内消費拡大・ビジネス
マッチング支援等の海外販路開拓等の必要な対策を実施する。

⚫ 我が国水産業のなりわい、事業を活力ある形で、子や孫の世代まで持続的に引き継いでいけるよう、国内生産持
続対策等を含め必要な対策を実施する。

⚫ 秋に策定を目指す経済対策も含め、こうした対策を着実に実施し、全国の水産業支援に万全を期す。

ALPS処理水の処分に関する基本方針の実施状況と今後の対策の方向性について(令和6年8月30日)











風評払拭に向けた取組①（3.11周辺の情報発信）

「風評タスクフォース（持続可能な復興広報に関する検討会議）」の議論を踏まえた取組として、①行政に
よる発信に閉じない民間主体の柔軟な発信の後方支援、②「質」の重視、③持続的な自走に繋がる取
組を意識した発信を実施。
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スイス

＜発信企画例＞海外での福島県産品の販路拡大
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